
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成３０年４月１日現在の人数である。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、
　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の
　　俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

 (4) 給与改定の状況
①月例給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した

平均給与月額である。

②特別給（期末・勤勉手当）

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は

期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

月　 月　

― ― ― ― ― ―

Ｂ　 Ａ－Ｂ （改定月数）

年度
月　 月　 月　 月　

区　分

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給割合 公務員の支給月数 較差 勧告 国の年間支給月数

　　　　　　Ａ　

― ― （　―　％） ― ―

（参考）

国の改定率

％　

―

給与改定率

人事委員会の勧告

円　 円　 円　 ％　 ％　

　　　　　　Ａ　 Ｂ　 Ａ－Ｂ

年度

民間給与 公務員給与 較差区　分 勧告

（改定率）

5,887

　本市では、職員の学歴により処遇に差を設けていないことや職員の年齢構成が偏っていることなどから、ラスパイレス
指数が100を上回っているものと分析しています。現在、職制の見直し、上位職への昇格抑制も実施していることから、
今後ラスパイレス指数は改善していくものと分析します。

565 2,077,027 627,579 889,063 3,593,669 6,360

給与費 B/A 一人当たり給与費

３０年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

区　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

62,907 23,473,638 562,770 5,576,781 23.8 22.9

　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 2９年度の人件費率

３０年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

袖ケ浦市の給与・定員管理等について

区　分
住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

　　　　　（平成３１年１月１日）
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 (5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　　　①給料表の見直し

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、３年間

（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　②地域手当の見直し

（支給割合）令和元年度は国基準１６％に対し、本市においては１１．９％を支給。

（実施時期）平成２７年４月１日から実施。人件費適正化の観点から、毎年度支給割合を見直している。

（参考）

　　　　③その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　②教育職（幼稚園）

歳 円 円

歳 円 円

　　　　③消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　④税務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑤福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑥看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成３１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平
　　　　均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース

　　　　（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

国基準による支給割合

袖ケ浦市の支給割合

平成26年度の
支給割合

平成27年度の支給割合 平成28年度の
支給割合

平成29年度の支給割合

4月1日時点 遡及改定後 4月1日時点 遡及改定後

平成30年度の
支給割合

令和元年度
の

支給割合

12% 13% 15% 16% 16% 16% 16% 16%

8% 10% 10.8% 14% 14.7% 14.9% 12% 12%

―

国 47.1 315,908 352,289 352,289

類似団体 40.6 300,281 364,669 318,365

袖ケ浦市 38.7 295,076 358,708 333,910

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

国 43.1 332,689 385,624 385,624

類似団体 36.8 269,583 309,230 288,532

袖ケ浦市 34.5 263,218 325,534 305,672

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

国 42.9 359,720 436,869 436,869

類似団体 36.8 279,269 371,417 306,034

袖ケ浦市 35.1 278,149 383,566 332,543

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

類似団体 37.9 295,728 377,609 331,832

（国ベース）

袖ケ浦市 36.8 289,190 393,153 346,883

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

類似団体 37.8 283,254 321,128

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

袖ケ浦市 38.5 287,533 348,793

類似団体 41.7 314,447 393,479 350,443

国 43.4

袖ケ浦市 39.3 309,091 401,982

411,123

370,804

千葉県 41.0 309,965 408,350 363,035

329,433

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）
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（2) 職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円

円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在）

（注）１　袖ケ浦市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

消　防　職

247,600 円
30 8.6

292,100 円
48 13.8

１　　級 主事、技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

144,100 円

351,200 円
77 22.1

２　　級 主任主事、主任技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

194,000 円

382,600 円
64 18.3

３　　級 副主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

230,000 円

399,600 円
31 8.9

４　　級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

263,000 円

414,600 円
36 10.3

５　　級 班長、副主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

288,900 円

447,500 円
54 15.5

６　　級 副課長、主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

319,200 円

476,700 円
9 2.5

７　　級 次長、参事、課長、副参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

362,900 円

８　　級 部長、参与
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

408,100 円

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

大　学　卒 ―　 ―　 ―

高　校　卒 ―　 ―　 ―

大　学　卒 254,600 310,300 362,800

高　校　卒 ―　 262,867 ―

高　校　卒 164,200 ―  ―  

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

消　防　職
大　学　卒 194,000 ―  ―  

高　校　卒 153,000 153,000 148,600

区　　　　　分 袖　ケ　浦　市 千　葉　県 国

大　学　卒 187,200 187,200 180,700
一般行政職

一般行政職

3



（2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成３１年４月１日現在）

（3) 昇給への人事評価の活用状況（袖ケ浦市）
　

平成31年4月2日から令和2年4月1日
までにおける運用

イ．　人事評価を活用している

　　　　活用している昇給区分

管理職員 一般職員

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ．　人事評価を活用していない

　　　　活用予定時期

〇 〇

令和3年度以降 令和3年度以降
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（３０年度支給割合） （３０年度支給割合） （３０年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算 　５～１０％ 　・役職加算 　５～２０％ 　・役職加算 　５～２０％

　・管理職加算 なし 　・管理職加算 １５・２５％ 　・管理職加算 １０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

〇勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（袖ケ浦市）

（2) 退職手当（平成３１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（２％～２０％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３０年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（平成３１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

袖ケ浦市 11.9 658 16

4,006 23,533

支給実績（３０年度決算） 280,953

支給職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 426,980

47.709 47.709 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

袖　ケ　浦　市 国

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

2.60 1.85 2.60 1.85

1.45 0.90 1.45 0.90 1.45 0.90

袖　ケ　浦　市 千　葉　県 国

令和元年度中における運用 管理職員 一般職員

１人当たり平均支給額（３０年度） １人当たり平均支給額（３０年度）
―

1,537 1,752

2.60 1.85

イ．　人事評価を活用している

　　　　活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ．　人事評価を活用していない 〇 〇

　　　　活用予定時期 令和3年度以降 令和3年度以降

標準、下位の成績率
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 (4) 特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

千円

　円

　％

心身障害者（児）取扱
業務手当

現業を行う職員以外
身体障害者福祉施設の入
所等の措置業務に従事し
たとき

１件　　２００　円

老人保護取扱業務手当 現業を行う職員以外
養護老人ホーム又は特別
養護老人ホームの入所等
の措置業務に従事したとき

１件　　２００　円

社会福祉業務手当 社会福祉業務に従事する職員
生活保護世帯の調査、指
導又は相談、身体・知的障
害者の指導に従事したとき

日額　　２００　円

行旅病人取扱手当 行旅病人及び行旅死亡人の取扱
業務に従事する職員

行旅病人及び行旅死亡人
の救護又は取扱業務に従
事したとき

１件　１，０００　円

行旅死亡人取扱手当 １件　５，０００　円

普通機関勤務手当 消防職員
大型の運転免許を必要とし
ない消防自動車等の運転
などに従事したとき

日額　　１５０　円

潜水作業手当 消防職員
潜水器具を着用して潜水
作業又は潜水訓練に従事
したとき

１時間　２５０　円

１回　　２００　円

高所作業手当 消防職員

梯子付消防ポンプ自動車
等により１０メートル以上の
高所で救急活動等に従事
したとき

日額　　２００　円

大型機関勤務手当 消防職員
大型の運転免許を必要と
する消防自動車等の運転
などに従事したとき

日額　　２００　円

消火及び救助活動手当
消火又は救助活動に従事した職
員

火災又は救助活動のため
に出勤し、消火又は救助
活動に従事したとき

１回　　３００　円

救急出
勤手当

救急救命士
消防職員

救急業務のために出勤し、
傷病者の搬送に従事したと
き

１回　　５１０　円

上記以外のもの

災害応急作業手当
災害時の応急作業に従事した職
員

災害時の応急処置作業及
び救出作業に従事したとき

日額　　５００　円

高所深所検査・調査手当 高所深所で従事した職員
地上１０メートル以上又は
地下５メートル以上などで
作業に従事したとき

日額　　２００　円

清掃作業手当 清掃作業に従事した職員
汚物の収集及び運搬、道
路等に放置された動物の
死骸の処理に従事したとき

日額　　５００　円

毒物取扱手当
毒物・劇物を使用し事務に従事
したとき

毒物及び劇物取締法に規
定するものを使用して検
査・化学分析・試験・加工・
病虫害防除等の作業に従
事したとき

日額　　５００　円

劇物取扱手当

犬取扱作業手当 犬を取扱う作業に従事した職員
狂犬病の予防注射・犬の
捕獲などの作業に従事した
とき

日額　　４００　円

下水道処理等作業手当 下水道処理等に従事した職員
下水の清掃又は汚水漏れ
処理等不快な作業に従事
したとき

日額　　４００　円

結核作業手当
結核に感染する事務に従事した
職員

結核の検診、結核に汚染し
たものや結核患者に直接
する事務に従事したとき

日額　　４００　円

精神障害者作業手当
精神障害者に関する事務に従事
した職員

精神障害者の鑑定・立会
又は護送に従事したとき

日額　　４００　円

使用料等徴収事務手当
使用料等の徴収事務に従事した
職員

直接納入義務者を訪問し
て使用料等の滞納にかか
る徴収事務に従事したとき

日額　　２００　円

感染症作業手当
使用料等の徴収事務に従事した
職員

感染症の補助等あるいは
家畜伝染病に汚染した疑
いのある物件、場所等の消
毒その他の処理作業に従
事したとき

日額　　５００　円

市税等徴収事務手当 市税等の徴収に従事する職員
直接納税義務者を訪問し
て徴収事務に従事したとき

日額　　２００　円

保険料徴収事務手当 保険料の徴収事務に従事した職員
直接被保険者を訪問して
介護保険の保険料の徴収
事務に従事したとき

日額　　２００　円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

滞納差押手当 滞納差押事務に従事する職員
市税等の差押のため、滞
納者の財産の差押を行っ
たとき

日額　　５００　円

支給職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 28,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（３０年度） 21.9

手当の種類（手当数） 26

支給実績（３０年度決算） 4,083
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成３１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分 ＊１０％の役職加算有（20％から10％の減額措置有）

月分 ＊１０％の役職加算有

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

在職１月当たり、給料月額の100分の35 千円 任期満了時

在職１月当たり、給料月額の100分の25 千円 任期満了時

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
         勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

14,280

副 市 長 8,880

議 員

退
職
手
当

市 長

期
末
手
当

市 長 　　（３０年度支給割合）

副 市 長 4.40

議 長 　　（３０年度支給割合）

副 議 長 4.40

副 議 長 420,000 575,000 330,000

議 員 400,000 530,000 308,000

616,000

副 市 長 740,000 870,000 578,000

報

酬

議 長 460,000 629,000 385,000

8,496

区 分 給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 850,000 1,053,000

宿日直手当 勤務１回につき、4,400円 同じ 2,073 千円

376,798

夜間勤務手当 同じ 9,217 千円 103,562

休日勤務手当 同じ 33,535 千円

85,441

管理職手当

部長級　71,000円
次長級　57,000円
課長級　49,000円
副参事　34,200円

異なる
139,300円～
　46,300円

55,830 千円 531,714

通勤手当

○電車・バスを利用する
　場合　　　全額支給
○乗用車などを使用する
　場合
　使用距離に応じて2,000
　円～25,710円を支給

異なる

○電車・バ
スを利用す
る場合
 55,000円ま
 では全額支
 給
○乗用車な
どを使用す
る場合
 使用距離に
 応じて
 2,000円～
 31,600円
 を支給

48,445 千円

235,771

住居手当

○借家（家賃12,000円を
　超える場合に限る。）
 家賃の額に応じて27,000
 円を限度に支給

同じ 32,761 千円 266,350

扶養手当

○子　 　10,000円
○子以外の扶養親族
　　　　　6,500円
　16歳から22歳までの子
　　　 1人5,000円加算

同じ 62,715 千円

（３０年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 国の制度 （３０年度決算） 平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（２９年度決算） 219

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現
在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時
間勤務職員を含む。

国の制度 支給実績 支給職員１人当たり

支給実績（３０年度決算） 108,487

職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 210

支給実績（２９年度決算） 114,894
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在　　単位：人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

617 △ 2 (△0.3%)総合計 619 621 627 629 632

(   2.3%)

公営企業等会計計 67 70 68 69 70 52 △ 15 (△28.8%)

△ 1 (△0.8%)

普通会計計 552 551 559 560 562 565 13

88 △ 2 (△2.3%)

122消　防 123 121 123 122 124

教　育 90 89 90 90 89

の増減数（率）

一般行政 339 341 346 348 349 355 16 (   4.5%)

617

（単位：人・％）

　　　　　　　　　　区　　分
  部　門

２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 ３１年
過去５年間

47 71 58 31 48 214 49 65 94 74 64

人 人 人 人 人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

合　　計 632 617 △ 15
＜参考＞

[728］ [728］ [０］ 98.1

小　計 70 52 △ 18

その他 37 39 2

　公会
　営計
　企部
　業門
　等

水道 20 △ 20 水道事業の広域化に伴う減

下水道 13 13 0

小　計 562 565 3
＜参考＞

89.8

73.93

教育部門 89 88 △ 1 幼稚園の統合による減

消防部門 124 122 △ 2 再任用職員の活用による減

計 349 355 6
＜参考＞

56.4

56.35

商 工 8 8 0
土 木 48 46 △ 2 組織の見直しによる減

衛 生 35 35 0
農 林 水 産 16 16 0

民 生 110 108 △ 2 欠員補充できなかったことによる減

総 務 95 105 10 課の新設による増

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 6 6 0

税 務 31 31 0

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成３０年 平成３１年
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